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諮問庁：内閣総理大臣  

諮問日：令和５年９月１４日（令和５年（行情）諮問第８０８号） 

答申日：令和６年１１月２９日（令和６年度（行情）答申第６６５号） 

事件名：災害救助法特別基準等の文書の一部開示決定に関する件（文書の特

定） 

 

 

  答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   別紙１に掲げる各文書（以下，併せて「本件請求文書」という。）の開

示請求につき，別紙２に掲げる２５文書（以下，順に「文書１」ないし

「文書２５」といい，併せて「本件対象文書」という。）を特定し，一部

開示した決定については，本件対象文書を特定したことは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨  

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，令和５年４月２１日付け府政防第６７

７号により内閣府政策統括官（防災担当）（以下「内閣府政策統括官（防

災担当）」又は「処分庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処

分」という。）について，その取消し等を求める。 

２ 審査請求の理由 

  審査請求人の主張する審査請求の理由の要旨は，審査請求書（補正後）

の記載によると，おおむね以下のとおりである。なお，添付資料は省略

する。 

（１）過少開示 

ア 内閣府が宮崎県に送信した文書９月１０日～ 

について，内閣府が宮崎県に送信した電子メール文書（甲４）の存

在が確認され，同様の電子メール文書が多数存在することが明白で

す。（甲９） 

イ 内閣府が静岡県に送信した文書９月１０日～ 

について，内閣府が静岡県に送信した電子メール文書（甲５）の存

在が確認され，同様の電子メール文書が多数存在することが明白で

す。（甲９） 

ウ 被害状況に関する日報（９月１０日～）等 

について，２月１０日に内閣府から送付された補正案（甲１）によ

れば，「「令和４年台風第１４号による被害状況等について」（ホ

ームページ掲載以外のものも含む）」と赤字で記されており，ホー
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ムページ掲載以外の文書が存在しなければ，このような補正を求め

られることはないため，存在するはずであるにもかかわらず，ホー

ムページ掲載文書のみ開示されていることから，過少開示であると

考えられます。 

また，宮崎県から内閣府への「被害状況に関する日報（９月１０日

～）週三報等」（甲４）の文書も開示されていないので，これにつ

いても開示を求めます。 

（２）公文書隠蔽 

  以下の文書は隠蔽されています。 

ア 災害救助法施行令（昭和２２年政令第２２５号）３条２項に基づき，

内閣総理大臣の同意により宮崎県知事が定めた基準に関連する文書，

宮崎県知事と内閣総理大臣の協議記録，内閣総理大臣の同意を証する

文書 

災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）に基づく救助項目である

住宅の応急修理について，修理完了期限を災害発生から１２ヶ月に

延長する特別基準が設定されている事実があり，関連する協議記録

が存在するはずです。（甲７，８） 

イ 災害救助法施行令３条２項に基づき，内閣総理大臣の同意により静

岡県知事が定めた基準に関連する文書，静岡県知事と内閣総理大臣の

協議記録，内閣総理大臣の同意を証する文書についても，前項同様の

特別基準が設定されており，関連する協議記録が存在するはずです。

（甲７，８） 

ウ 災害救助の実施状況に関する日報（９月１０日～）等（台風第１４

号） 

災害救助法上の災害救助の実施状況については，都道府県から内閣

府に報告されているはずであり，したがって，関連文書が存在する

はずです。（甲８） 

エ 災害救助の実施状況に関する日報（９月１０日～）等（台風第１５

号） 

災害救助法上の災害救助の実施状況については，都道府県から内閣

府に報告されているはずであり，したがって，関連文書が存在する

はずです。（甲８） 

オ 令和４年台風第１４号に伴う災害にかかる災害救助法の適用につい

て【第２報】「宮崎県は２市に災害救助法の適用を決定した。」と内

閣府が発表した根拠に関連する文書。宮崎県が災害救助法を「適用」

することのできる法的根拠，「適用」の定義がわかる文書 

内閣府が災害救助法の適用について発表するからには，何らかの根

拠が必要であり，それを証明する文書が存在しないことは考えられ
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ません。（甲９） 

（３）似非行政文書ファイル管理簿 

「内閣府の行政文書ファイル管理簿」を開示請求しましたが，開示さ

れた文書名は「行政文書ファイル」で，その中には行政文書ファイル名

が無秩序に列挙されたものが含まれています。 

公文書管理法第７条規定の帳簿＝行政文書ファイル管理簿の原本の開

示が必要ですが，原本の複製とは似て非なるものが開示されています。 

開示されたデータの先頭行はＡ列からＭ列までの１３項目の中で，９

項目が空欄で，それぞれの列が何を示すのかが不明です。最初の４項目

についても，Ａ１には「行政文書ファイル管理簿情報.ｖｅｒ１０:全

部」，Ｂ１には「内閣府」，Ｃ1 には「２０２３０３１０１８４１２

０」，Ｄ１には「２６８８」と記されていますが，これらの見出しはそ

の列全体の内容と一致していません。「行政文書ファイル管理簿」の原

本がこのような意味不明の見出しであるとは考えにくいです。 

公文書等の管理に関する法律７条の条文（略） 

（４）最小費用提示義務 

※ ウェブサイトで閲覧可能な文書についてはＵＲＬを付記教示す

ること。 

開示決定文書は，ほとんど全て内閣府自身が管理するウェブサイトで

閲覧可能な状態にある公開文書のみです。 

文書がウェブサイトで閲覧可能な場合，そのＵＲＬを明示することで

その開示請求者の不必要な費用負担を避けるべきです。 

また，開示請求者が各文書名で検索し表示された文書のＵＲＬと，開

示者が実際に開示予定の文書のＵＲＬが一致するか否か，同一性確認の

ためにもＵＲＬの付記教示が必要です。 

行政文書開示決定通知書（甲３）の２頁「４ 開示の実施の方法等

（１）開示の実施の方法等」の表欄に「ウェブサイト上での閲覧・複

写」の選択肢を追加し，「実際にお支払いいただく開示実施手数料〇

円」のように，被災者，開示請求者の費用負担を最小化する配慮が必要

です。 

適用可能なすべての開示実施方法の選択肢が表示されるべきです。こ

れを怠ることは信義則違反，善良管理者注意義務違反，そして最小費用

提示義務違反となります。 

「最小費用提示義務」は，商業の観点から見たときに，消費者が商品

やサービスを購入する際に最もコストパフォーマンスが良い選択を行え

るように，事業者が最も低い費用で提供可能な選択肢を提示する義務の

ことを指します。 

これは，消費者が情報の非対象性から来る不利益を防ぐための一つの
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方策として位置づけられています。すなわち，商品やサービスに関する

詳細な情報は提供者側が握っていることが多く，消費者はその全てを把

握することは難しいという状況があります。そのため，事業者に対して

最小費用の選択肢を提示する義務を課すことで，消費者が適切な判断を

下すことを助けることができます。 

しかし，この「最小費用提示義務」には，事業者が商品やサービスの

提供にあたって全ての費用や料金体系を把握し，適切に消費者に伝える

という責任が伴います。また，消費者が自身のニーズや要望に応じて最

適な選択を行えるよう，透明性と公正さを保つことも求められます。 

（５）未開示決定文書名の表示 

行政文書開示決定通知書（甲３）には，「本件開示請求に係る行政文

書のうち残りの部分については，令和５年３月２３日付け府政防第５３

８号で通知したとおり，令和５年１０月２４日までに開示決定等をする

予定です。」との記載があるが，残りの部分，残りの文書名が特定表示

されていません。 

開示請求において，未開示の文書名の明確な表示は，開示者と請求者

間の誤解を防ぎ，情報の透明性を高めるために重要です。言及している

「残りの部分」または「残りの文書名」が何を指すのかは曖昧で，請求

者が求めている情報と開示者が考えている情報が必ずしも一致するとは

限らないからです。 

具体的な文書名を表示することで，開示請求者はどの文書がまだ開示

されていないのかを把握し，必要な追加情報を開示者に要求することが

可能となります。また，具体的な文書名が明示されていることで，開示

者が単に文書の存在を忘れているだけでないことが確認できます。 

この情報が未開示のままであると，透明性が欠如し，開示請求者が必

要な情報を得る機会が失われる可能性があります。したがって，未開示

の文書名の明示は，開示者の義務であると考えられます。 

（６）特例延長規定の濫用及び権利行使の妨害 

開示決定等の期限の特例規定の適用が取り消されなければならない理

由については令和５年４月２１日付け審査請求書（甲１１）（補正前の

審査請求書）に記載されていますが補足します。 

ア 審査請求人・開示請求者は令和４年台風１４号の被災者（住家全

壊）（甲３）であり，法律に基づいた応急住宅の供与等の救助が受け

られず，被災住所地での避難生活を余儀なくされています。本情報開

示請求は被災者自身が被災したことに起因するものであり，被災者が

生活再建に必要な情報を求めるものです。 

今回の行政文書開示決定通知書の内容は，すでにウェブサイトで公

開されている文書のみであり，不開示情報はなく，全て３０日以内
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で開示決定できるものばかりです。それにもかかわらず，存在する

はずの文書が不開示となっていること，未決定の開示請求文書につ

いて３０日以上の時間の必要性について算定根拠が明示されていな

いこと等から，これは単なる情報開示の遅延・隠蔽を目的とした不

合理で非生産的な特例延長規定の濫用であると言わざるを得ません。

被災者の知る権利の行使が妨害されていると言え，公務員の職権濫

用の罪に該当すると考えます。 

開示請求日から８ヶ月後の「令和５年１０月２４日までに開示決定

等をする予定」という期間がどのように算定されたのか，各文書に

ついての必要時間算定根拠が明示されるべきです。この長期間にわ

たる遅延は，公務員の職務遂行全力専念義務に反するものであり，

国家公務員法９６条に適合しないと考えます。 

災害救助法の救助項目である「避難所・福祉避難所の設置」は災害

発生の日から７日以内，「被災した住宅の応急修理」は災害発生の

日から１ヵ月以内，「応急仮設住宅の供与」は災害発生の日から２

０日以内に着工することが求められています。災害救助に関するこ

れらの早急な対応が求められる中，災害救助に関する情報の公開が

被災者に対して１ヵ月以内に行われないことは明らかな矛盾であり，

背任不作為と言えます。 

イ 未開示決定文書の例として 

災害救助法特別基準（平成２５年～令和４年度）について，行政文

書ファイル管理簿の検索結果によれば，保存場所が「文書管理シス

テム」であると表示されています。したがって，当該文書に不開示

情報が含まれない場合，保存場所である「文書管理システム」を開

き，電子ファイルをＣＤにコピーするだけの作業に一時間以上必要

とすることはありえず，３０日以内に開示決定しなかったことは違

法と言えます。 

● 災害救助法特別基準（平成２９年度） 

媒体の種別 電子 

保存場所 文書管理システム 

ＵＲＬ（略） 

また，未開示決定文書である以下の文書についても同様の公文書が

都道府県に対して開示請求され，全て３０日以内に開示されていま

す。 

・ 内閣府が宮崎県から受信した文書９月１０日～ 

・ 内閣府が静岡県から受信した文書９月１０日～ 

都道府県が３０日以内に行うことのできる開示決定を，内閣府が３

０日以内に為し得ない理由はないと言えます。したがって，開示決
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定等の期限の特例規定の適用は直ちに取り消されるべきです。 

開示決定のための事務処理工程所要時間見積明細書を提示し，法１

条の目的に適合するように，可能な限り迅速に開示するべきです。 

ウ 令和５年５月３日付けの開示請求書について 

令和５年５月３日付けの開示請求書は５月９日に受け付けられまし

た。その中で開示請求された「災害救助法特別基準（令和三年

度）」については，６月８日付行政文書開示決定通知書（府政防２

７４５号）により，３０日以内に開示決定されています。 

しかし，２月３日付けの開示請求文書である以下の文書については，

４ヶ月半経過した現在でも全く開示されていません。 

〇 災害救助法特別基準（令和４年度） 

〇 災害救助法特別基準（令和２年度） 

〇 災害救助法特別基準（令和元年度） 

〇 災害救助法特別基準（平成３０年度） 

〇 災害救助法特別基準（平成２９年度） 

〇 災害救助法特別基準（平成２８年度） 

〇 災害救助法特別基準（平成２７年度） 

〇 災害救助法特別基準（平成２６年度） 

〇 災害救助法特別基準（平成２５年度） 

４ヶ月半後の６月１８日現在，内閣府防災ウェブサイトで常時公開

されている文書のみが４月に開示決定され，それ以外の文書が一切

開示されていないことは，どのように正当化できるのでしょうか。

防災と災害救助を司る行政機関に対する情報公開請求がこのような

結果になるとは，誰が想像できたでしょうか。 

以上，これらの事実から明らかな通り，被災者の情報公開請求に対

する内閣府の対応は，違法かつ不適切であり，その対応により被災

者の知る権利が侵害されています。 

（７）有害無益な補正要求 

提出文書（開示請求書，開示実施手数料の減額（免除）申請書）の宛

先について，「内閣総理大臣○○」から「内閣府政策統括官（防災担

当）○○」への変更を強要されました。（甲６，１０） 

法の規定では「行政機関の長」（４条，１６条）に提出することが当

然明白ですが，その通りに記載していると補正を要求されることになり

ます。それははなはだ迷惑であり，開示決定の無期遅延化，開示実施の

不作為を招き，権利の行使が妨害されることになります。「行政機関の

長」以外の者に提出すべき場合があるのであれば，当該条文中に但し書

きとして規定されていなければなりません。 

開示請求者による補正が必要とされるほどの問題ではなく，行政機
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関・内閣府の組織内部での担当者の分担の問題に過ぎません。内部事情

の担当者問題によって善意のある国民が煩わされることはあってはなり

ません。法（原文ママ）による騙し討ちであり，法（原文ママ）の信頼

を貶める行為です。（甲６） 

このような不必要であり，有害な補正要求が繰り返されてはなりませ

ん。このような国民に対する不便益強要（煩雑化，高費用化，遅延化）

の悪制が放置されるならば，組織構成員の倫理善悪感覚は麻痺してしま

います。 

公明正大であるべき行政機関の情報公開請求手続き，人類の基本権，

表現の自由，知る権利，参政権の行使の手続きに，隠れた落とし穴が仕

込まれてあるかのような，無意味な補正が要求されることがあってはな

りません。 

開示請求者は法４条の規定（開示請求の手続）を確認し，その通りに

行政機関の長宛に請求書を提出することで十分です。 

内閣総理大臣○○宛の開示請求書を内閣府政策統括官（防災担当）○

○に事務処理させることに何の問題もなく，違法でもないことから，開

示請求者による書き換えは不要です。 

主権者である国民（憲法前文，１条）に対して，奉仕者が無用な補正

の手間を強要するような行為が繰り返されることは，民主主義の根本原

理に適合しません。 

開示請求者に義務のないことを行わせ，知る権利の行使を妨害してい

ることになり，公務員職権濫用罪（刑法１９３条）に該当します。 

そもそも「宛先（～殿）」は必要な記載事項ではありません。（法４

条） 

宛先が誰であろうと，宛先の記載がなくても，目的の行政文書を保有

する行政機関に届けば十分です。（法１２条） 

請求書，申請書が届いたならば，行政機関はそれを誠実に処理しなけ

ればなりません。求められるのは公務員＝奉仕者＝善良な管理者の誠実

性，信義則です。「宛先」の補正などは必要ありません。 

そもそも宛先が必要とされるのは，どこに届くのかわからない場合の

みです。目的地に届くことが明白であるならば，宛先は不要です。 

本人に手渡す書面には，宛先は不要です。 

内閣府の職員・従業員は内閣府の長の手先であり，職員に届いた書面

は内閣府の長に届いたことになります。内閣府の長でない者である一部

の事務の担当者名に書き換えさせることの方が不自然です。 

必要な記載事項ではない「宛先（～殿）」について，補正を求めるこ

との有害無益さが証明され尽くされました。ただ単に開示遅延・開示妨

害を図るために行われた補正要求です 
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行政機関，公務員＝奉仕者（憲法１５条）の自己満足のための補正要

求であり，開示請求者に何の利益もない補正要求です。国民＝主権者

（憲法前文，１条）に対する加害行為です。 

政府機関は，国民の権利と利益を最優先に考え，運営を改善すること

が求められています。 

２月８日に受け付けられたという開示請求書に対して，３０日後の３

月１０日までに開示決定等の通知がなかったのは違法遅延です。「相当

の期間」が定められておらず，無効な補正要求書でした。（甲１０） 

行政機関による国民に対する不合理な開示請求書の補正要求は，職権

濫用の一例です。不合理な開示請求書の補正要求は，国民に不必要な負

担をかけ，行政機関への信頼を損なうものです。 

不合理で無分別な開示請求書の補正要求による職権濫用の例には以下

のようなものがあります。 

ア 細かい書類の修正要求…国民に対して過度な開示請求書の修正を求

める場合。 

イ 無意味な内容変更の強制…効果が乏しく目的に対して効果的でない

内容変更を強要する場合。 

ウ 不適切な時期の補正要求…手続きの途中や締め切り直前に，国民に

負担をかける補正要求をする場合。 

エ 無関係な部分の修正指示…開示請求書に直接関係のない部分につい

て，修正を求める場合。 

オ 不公平な審査基準に基づく補正要求…特定の個人や団体に有利・不

利となるような審査基準をもとに補正要求を行う場合。 

行政機関は，職権濫用を防ぐために，ルールや規定の見直し，透明性

や公平性を確保する取り組みが必要です。また，公務員は，国民の利益

を最優先に考慮し，効率性や適切性を迫求するために，職権濫用を避け

るよう努めなければなりません。 

（８）過払い開示請求手数料の返還 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律施行令１３条１によれば，

「電子情報処理組織を使用して開示請求をする場合にあっては，二百

円」と規定されています。しかし，審査請求人が内閣府の電子申請窓口

を検索しても見つからず，この方法で開示請求することができませんで

した。内閣府が「オンラインによる方法」を提供していなかったため，

審査請求人は紙の開示請求書を郵送するしかなかったのです。 

    （ＵＲＬ（略）） 

法令上に選択肢として提示されている，より安価な２００円のオンラ

イン開示請求方法が利用できない状態のまま放置されているのは内閣府

の責任であり，善管義務違反です。既に支払われた３００円との差額で



 9 

ある１００円は内閣府が負担すべきものであり，過払い金であり，不当

利得ですので返還されるべきです。 

ほぼ全ての都道府県の情報公開請求手続きにおいては，「電子情報処

理組織を使用しての開示請求方法」が提供されています。国の行政機関

が未だに提供していないのは，情報通信技術を活用した行政の推進等に

関する法律２条に適合しない放置不作為であり，正当な理由のない善管

義務違反です。 

安価で利便性の高い方法があるにもかかわらず，それを提供せずに高

額で煩雑な方法しか提供していない場合，国民の利便性の向上が妨げら

れ，請求障壁が高まり，知る権利の行使が妨害されることになります。

法１条，および憲法前文，１条，２１条に規定される「国民主権の理

念」「情報の一層の公開を図る」との趣旨に適合しません。 

行政機関は，法令や憲法の趣旨に従い，適切な手続きや情報開示の方

法を提供することが求められます。これにより，国民の知る権利の行使

が容易になり，行政の透明性が向上し，国民主権の理念が実現されるこ

とにつながります。行政機関は，国民の利便性や請求障壁を考慮し，安

価で利便性の高い方法を提供する必要があります。 

（９）開示請求手数料３００円の返還 

開示請求手数料の３００円という設定は，具体的な算定根拠が不明で

あるばかりか，「実費の範囲内」を逸脱しています。法１６条では，

「開示請求に係る手数料又は開示の実施に係る手数料を納めなければな

らない」とされていますが，手数料の具体的な算定基準は明示されてい

ません。法律の趣旨である「実費の範囲内」を配慮するならば，３００

円という手数料は請求者にとって利用しやすい額ではありません。 

さらに，支払い方法として収入印紙の郵送が要求される場合，最低で

も８４円の郵送料に加えて郵送労力費用が開示請求者に課せられます。

これらの追加負担は，公開情報へのアクセスを困難にする請求障壁とな

っています。 

また，開示が実行される段階で再度手数料が要求される場合，その支

払いのために二度目の収入印紙を郵送する必要が生じます。これは，サ

ービス提供前後で二度も支払い郵送が必要となるという，一般的ではな

いプロセスです。 

以上の事情を鑑みますと，情報開示の請求手続きにおける手数料設定

や支払い方法は，開示請求者にとって過剰な障壁となっていることが明

らかであり，見直しが必要と言えます。 

法１６条の条文（略） 

国語辞典によれば「実費」とは実際に要した費用であり，手数料や利

益などを含まない金額と定義されています。 
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したがって，開示請求「手数料」という表現は適切ではなく，開示請

求「費用」と改める必要があります。 

手数料，公務員の人件費等は「実費」に含まれないものです。 

公務員の給与は税金から支払われており，情報開示請求の過程で追加

的な費用が発生するわけではありません。 

情報公開請求は，国民の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な

行政の推進に資することを目的（法１条）とするものであり，情報開示

請求そのものが国益に叶う活動であり，むしろ開示請求者に対して報酬

が支払われてもよいものと考えられます。 

実費の範囲内を超えることが明白な，政令の規定は無効です。法律に

よる委任の範囲を超えた義務を課しており，知る権利を制限しているこ

とから内閣法１１条，憲法７３条６（原文ママ）に適合しません。 

内閣法１１条の条文（略） 

憲法７３条の条文（略） 

法の目的は以下の要素を含んでいます。 

① 国民主権の理念・すべての権力は国民から来るという原則に基

づき，国民が自己の意志を行政に反映するためには，行政がどの

ような活動をしているかを知る必要があります。 

② 行政文書の開示を請求する権利・国民が行政の活動について理

解するためには，行政が保有する情報にアクセスできる権利が必

要です。 

③ 情報の公開・行政の透明性を確保し，国民が的確な理解を持つ

ためには，行政が保有する情報を広く公開することが必要です。 

④ 政府の説明責務・行政はその諸活動を国民に説明する責任があ

り，その責任を果たすためには情報の公開が重要です。 

⑤ 公正で民主的な行政の推進・記（原文ママ）すべての要素が結

びついて，国民の理解と批判の下に，公正で民主的な行政が推進

されることが期待されます。 

精選版 日本国語大辞典「実費」の意味・読み・例文・類語 

じっ-ぴ【実費】 

〘名〙実際に要する費用。手数料などを含まない額。 

デジタル大辞泉「実費」の意味・読み・例文・類語 

じっ-ぴ【実費】 

実際に要した費用。手数料やもうけなどを含まない金額。「出張旅

費の実費を請求する」 

全国の地方自治体の情報公開制度において，開示請求と同時に，「請

求そのものに対する手数料」の支払いを要求される都道府県市町村は存

在しないことを考慮しても，国に対する開示請求時のみ金銭の支払いを
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要求されることに道理はありません。開示請求時には直接的な実費は発

生しないことから，開示請求時の３００円の支払い要求は違法であり，

既に支払われた３００円は内閣府の不当利得であるから返還されなけれ

ばならない。 

開示請求時には直接的な実費は発生しないため，３００円の支払い要

求は違法であり，既に支払われた３００円は内閣府の不当利得となって

いることから，返還されるべきです。 

従って，以下の点について求めます。 

ア ３００円の手数料について，「実費の範囲内」であるとの詳細な算

定根拠の提示を求めます。詳細な根拠が示されない場合，実費の範囲

を超える金額の返還を求めます。 

イ 既に支払われた３００円の返還を求めます。この金額は，「請求そ

のものに対する手数料」の名目で徴収されたものであり，不当利得で

す。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

令和４年５月６日付け（原文ママ）で提起された処分庁による原処分に

対する審査請求について，下記の理由により，これを棄却すべきであると

考える。 

 １ 本件審査請求の趣旨及び理由について 

（１）審査請求の趣旨 

本件は，審査請求人が行った開示請求に対して，処分庁において原処

分を行ったところ，審査請求人から，「開示決定の取り消し」，「開示

すべき文書の開示」，「行政文書ファイル管理簿の原本の開示」，「開

示決定等の期限特例規定の適用決定の取り消し」，「ウェブサイトで閲

覧可能な文書についてはＵＲＬの付記教示」，「残りの文書名，未開示

文書の文書名の明示」，「開示遅延化目的の補正要求の非行使」，「開

示請求手数料の過払い金の返金」，「支払済みの開示請求手数料の返

還」及び「これらの違法または不当な行政処分，又は公権力の行使の再

発防止」との裁決を求める審査請求が提起されたものである。 

（２）審査請求の理由 

審査請求書に記載された本件審査請求の理由は，上記第２の２のとお

りである。なお，添付資料は省略する。 

２ 本件開示請求及び原処分について 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものである。 

処分庁においては，本件開示請求に対し，開示請求に係る行政文書が著

しく大量であり，開示請求から６０日以内に全ての開示決定等を行った場

合，事務の遂行に支障が生じるおそれがあることから，法１１条の規定を

適用し，令和５年４月２４日までに可能な部分について開示決定等を行い，
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残りの部分については同年１０月２４日までに開示決定等を行うこととし，

同年３月２３日付け府政防第５３８号（特例延長通知）により，審査請求

人にその旨通知した。 

そして，令和５年４月２１日，処分庁においては，本件開示請求の先行

開示決定として，本件対象文書を特定し，その全部を開示し，また，別紙

１（２），（３）ウないしカ，ク，ケ，サないしス，（４）エ，カ，キ，

（５）ウないしカに該当する文書（以下「本件不開示文書」という。）に

ついては作成，取得しておらず，保有していないため，不開示（不存在）

とする原処分を行った。 

３ 原処分の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定の妥当性について 

処分庁においては，本件開示請求を受けてから，執務室内の書庫，保

存用フォルダ内において，請求内容に係る行政文書ファイルを探索した

上で，以下のとおり，本件対象文書を特定した。 

審査請求人は，本件不開示文書について，それぞれ存在するはずであ

ると主張するが，失当である。 

ア 特別基準に係る文書について 

災害救助法に基づく救助の程度，方法及び期間については，災害救

助法施行令３条１項の規定により，「応急救助に必要な範囲内にお

いて，内閣総理大臣が定める基準に従い，あらかじめ，都道府県知

事又は救助実施市の長（以下「都道府県知事等」という。）が…定

める」ものとされているものの，同条２項の規定により，「内閣総

理大臣が定める基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には，

都道府県知事等は，内閣総理大臣に協議し，その同意を得た上で，

救助の程度，方法及び期間を定めることができる」とされ，その基

準は「特別基準」と称される。 

別紙１（２）については，特別基準の処理のうち内閣総理大臣によ

る同意に係る規程・規則，内閣総理大臣が特別基準に同意しない場

合の不服申立てに係る規程等の開示を求めるものである。 

特別基準に関する処理については，「災害救助事務取扱要領」（最

終改定は令和５年６月。別紙２の文書３，文書５及び文書１８は令

和４年７月改訂のもの。）に記載しており，規程や規則としては規

定していないため，該当する文書は作成，取得していない。 

また，災害救助法は不服申立てについて規定しておらず，都道府県

知事等は内閣総理大臣が特別基準に同意しない場合に不服申立てを

行うことはできないことから，不服申立てに係る規程は作成，取得

していない。 

以上より，別紙１（２）に該当する文書を保有していないため，不
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開示（不存在）とした。 

イ 処分庁が被災県に対して送信した文書について 

別紙１（３）ア及び（４）アについては，処分庁が，宮崎県，静岡

県それぞれに送信した文書の開示を求めるものである。 

処分庁においては，本件開示請求を受け，該当する文書を探索し，

先行開示決定である原処分においては，令和４年台風第１４号災害

に関連して宮崎県に送信した文書（別紙１（３）ア）として，宮崎

県に共有した令和４年台風第１４号及び第１５号の暴風雨等による

災害に係る記者公表資料（別紙２の文書１及び文書２）を，令和４

年台風第１５号災害に関連して静岡県に送信した文書（別紙１

（４）ア）として，静岡県災害救助担当主管部（局）長及び同県防

災（避難所・福祉避難所）担当部（局）長宛てに発出した「避難所

の確保及び生活環境の整備等について（留意事項）（令和４年９月

２４日付け府政防第１３４６号）」（別紙２の文書１７）を，それ

ぞれ特定した。 

なお，該当する文書のうち，処分庁が被災県から受信した文書（別

紙１（３）及び（４）イ）と一体を成すものについては，後行開示

決定（以下，単に「後行決定」という。）において特定し，開示決

定等を行う予定である。 

ウ 処分庁と被災市の間で送受信された文書について 

別紙１（３）ウ乃至カについては，被害認定調査，災害救助法及び

被災者生活再建支援法（平成１０年法律第６６号）に関連して，処

分庁と宮崎県延岡市，同県都城市それぞれとの間の送受信された文

書の開示を求めるものである。 

処分庁においては，被害認定調査等についてのやりとりは市町村で

はなく，都道府県等との間で行っており，市町村と直接連絡を取り

合うことはない。そのため，宮崎県延岡市及び都城市との間で送受

信された文書については，作成，取得していない。 

以上より，別紙１（３）ウ乃至カに該当する文書を保有していない

ため，不開示（不存在）とした。 

エ 被災県内で開催した説明会に係る文書について 

別紙１（３）キ及び（４）ウについては，処分庁が，宮崎県内，静

岡県内それぞれにおいて開催した説明会に係る文書の開示を求める

ものである。 

処分庁においては，本件開示請求を受け，該当する文書を探索し，

宮崎県内で開催した説明会に係る文書（別紙１（３）キ）として，

令和４年１０月３日に宮崎県延岡市において延岡市の職員を対象に

開催した説明会の配布資料（別紙２の文書３及び文書４）及び令和
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５年１月６日に宮崎県都城市の職員を対象に開催した説明会の配布

資料（別紙２の文書５，文書６及び文書７）を，静岡県内で開催し

た説明会に係る文書（別紙１（４）ウ）に該当する文書として，令

和４年９月２８日に静岡県内の適用市町の職員を対象に開催した説

明会の配布資料（別紙２の文書１８及び文書１９）を，それぞれ特

定した。 

なお，探索の結果，他の文書の存在は確認できなかった。 

オ 処分庁と被災県の間で行われた特別基準に係る協議等に係る文書に

ついて 

別紙１（３）ク及び（４）エについては，宮崎県，静岡県それぞれ

の特別基準が内閣総理大臣の同意が得られた場合の特別基準に関連

する文書，内閣総理大臣との協議記録，内閣総理大臣が特別基準に

同意したことを証する文書，別紙１（３）ケについては，宮崎県の

特別基準が内閣総理大臣の同意が得られなかった場合の救助の範囲

等がわかる文書，内閣総理大臣との協議記録，内閣総理大臣が特別

基準に同意しなかったことを証する文書の開示を求めるものである。 

特別基準に関する処理について説明した「災害救助事務取扱要領」

によると，「特別基準については，文書をもって協議することとな

っているが，発災時に直ちに文書をもって協議することが困難な緊

急やむを得ない場合が多いことから，そのような場合には，電話や

ファクシミリ，Ｅ－メールにより申請し，事後速やかに文書をもっ

て処理すること」となっており，その上で，実務においては，翌年

度の精算監査において，文書として受け取った協議の内容について

「救助の必要性」と「内容の妥当性」を確認した上で，内閣総理大

臣の同意を発出することという運用を行っている。従って，内閣総

理大臣の同意書については，通常，翌年度末に決裁した上で発出さ

れる。 

そのため，処分庁においては，本件開示請求を受け付けた時点で，

別紙１（３）ク，ケ及び（４）エに該当する文書については，作成，

取得していない。 

以上より，別紙１（３）ク，ケ及び（４）エに該当する文書を保有

していないため，不開示（不存在）とした。 

なお，本件開示請求を受け付けた時点までに行われた事前調整に係

る文書については，処分庁が被災県から受信した文書（別紙１

（３）イ及び（４）イ）として，後行決定において特定し，開示決

定等を行う予定である。 

カ 被害状況に関する日報等について 

別紙１（３）コ及び（４）オについては，令和４年台風第１４号災
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害及び令和４年台風第１５号災害それぞれの被害状況に関する日報

等の開示を求めるものである。 

処分庁においては，本件開示請求を受け，該当する文書を探索し，

令和４年台風第１４号災害の被害状況に関する日報等（別紙１

（３）コ）として，別紙２の文書８乃至文書１６を，令和４年台風

第１５号災害の被害状況に関する日報等（別紙１（４）オ）として，

別紙２の文書２０乃至文書２３を，それぞれ特定した。 

なお，探索の結果，他の文書の存在は確認できなかった。 

キ 災害救助の実施状況に関する日報等について 

別紙１（３）サ及び（４）カについては，令和４年台風第１４号災

害及び令和４年台風第１５号災害それぞれの災害救助の実施状況に

関する日報等の開示を求めるものである。 

処分庁においては，災害救助の実施状況のうち「応急修理の実施状

況」について，令和４年台風第１４号災害については宮崎県から，

令和４年台風第１５号災害については静岡県から，それぞれ報告を

受けているが，当該報告は報告の都度，更新されるものである。 

そのため，災害救助の実施状況に関する日報等に該当する文書（別

紙１（３）サ及び（４）カ）は，保有していないため，不開示（不

存在）とした。 

なお，最新の「応急修理の実施状況」の件数がわかる文書について

は，処分庁が被災県から受信した文書（別紙１（３）イ及び（４）

イ）として，後行決定において特定し，開示決定等を行う予定であ

る。 

ク 被災県の知事が「救助を行う」旨の公示をした事実を証する文書に

ついて 

別紙１（３）シ及び（４）キについては，災害救助法２条３項の規

定に基づき，宮崎県知事，静岡県知事それぞれが「救助を行う」旨

の公示をした事実を証する文書の開示を求めるものである。 

「救助を行う」旨の公示については，被災県が，内閣総理大臣や処

分庁の同意を得ることなく，単独で行うことができるものである。

そのため，処分庁においては，宮崎県知事，静岡県知事それぞれが

「救助を行う」旨の公示をした事実を証する文書を作成，取得して

いない。 

以上より，別紙１（３）シ及び（４）キに該当する文書を保有して

いないため，不開示（不存在）とした。 

ケ 処分庁の発表資料の根拠及び災害救助法を「適用」する法的根拠等

について 

別紙１（３）スについては，処分庁が，公表資料である「令和４年
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台風第１４号に伴う災害にかかる災害救助法の適用について【第２

報】（令和４年１２月２８日内閣府（防災担当））」において，

「宮崎県は２市に災害救助法の適用を決定した。」と記載した根拠

がわかる文書，宮崎県が延岡市及び都城市の２市に災害救助法を適

用することができる法的根拠，「適用」の定義がわかる文書の開示

を求めるものである。 

宮崎県においては，住家の被害状況について，住家の滅失戸数が災

害救助法施行令１条１項１号に定める戸数を上回ったことを確認し

た上で災害救助法の適用を行ったものであるが，処分庁においては，

特段，宮崎県が災害救助法を適用したことについて法的に整理した

文書を作成，取得していない。 

処分庁においては，宮崎県からの災害救助法の適用を決定した旨の

メール連絡を受け，公表資料にその旨記載したものであるが，当該

メール連絡については，処分庁が宮崎県から受信した文書（別紙１

（３）イ）として，後行決定において特定し，開示決定等を行う予

定である。当該メール連絡の他に，当該公表資料の作成に当たり根

拠とした文書は作成，取得していない。 

また，災害救助法上の「適用」については，通常の意味で使用され

ているものであり，特別の意味を持つものではないため，処分庁に

おいては，「適用」の定義を整理した文書を作成，取得していない。 

以上より，別紙１（３）スに該当する文書を保有していないため，

不開示（不存在）とした。 

コ 罹災証明書の交付数に基づかずに被災者生活再建支援法が適用され

た災害名等がわかる文書について 

別紙１（５）ウについては，平成２５年から令和５年までの災害に

おいて，罹災証明書の交付数に基づかずに被災者生活再建支援法が

適用された災害名，適用日及び災害発生日がわかる文書の開示を求

めるものである。 

都道府県は，被災者生活再建支援法３条１項の規定に基づき，自然

災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対し，被災者生

活再建支援金の支給を行うこととされているところ，支援金の支給

に係る自然災害については，被災者生活再建支援法施行令（平成１

０年政令第３６１号）１条で規定されているが，罹災証明書の交付

数は要件とされていない。 

そのため，処分庁においては，都道府県に対し，被害状況の報告を

求めているものの，罹災証明書の交付数については報告の項目に入

っておらず，従って，関連する文書を作成，取得していない。 

以上より，別紙１（５）ウに該当する文書を保有していないため，
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不開示（不存在）とした。 

サ 被災者生活再建支援金の支給が都道府県知事の独立決定のみでは実

施することができない法的根拠がわかる文書について 

別紙１（５）エについては，都道府県知事が，処分庁の関与（協

議・同意・許可等）なしの独立決定で，被災者生活再建支援金の支

給を実施することができない法的根拠がわかる文書の開示を求める

ものである。 

被災者生活再建支援法に基づく被災者生活再建支援金の支給等につ

いては，法定受託事務ではなく，自治事務として行われるものであ

るため，被災者生活再建支援金に当たり，処分庁に協議・同意・許

可等は要しない。そのため，処分庁においては，特段，都道府県知

事が，処分庁の関与なしの独立決定で，被災者生活再建支援金の支

給を実施することができないことを法的に整理した文書を作成，取

得していない。 

以上より，別紙１（５）エに該当する文書を保有していないため，

不開示（不存在）とした。 

シ 被災者生活再建支援法の適用基準（被害状況）における罹災証明の

扱いについてわかる文書について 

別紙１（５）オについては，被災者生活再建支援法の適用基準（被

害状況）における交付済みの罹災証明書の数値の扱いについて，別

紙１（５）カについては，被災者生活再建支援法の適用基準（被害

状況）が罹災証明の交付を待つ必要がないことについて，それぞれ

の法的根拠がわかる文書の開示を求めるものである。 

上記コで述べたとおり，被災者生活再建支援金の支給に係る自然災

害については，被災者生活再建支援法施行令１条で規定されている

が，罹災証明書の交付数は要件とされていない。そのため，処分庁

においては，特段，被災者生活再建支援法の適用基準（被害状況）

における罹災証明書について，法的に整理した文書を作成，取得し

ていない。 

以上より，別紙１（５）オ及びカに該当する文書を保有していない

ため，不開示（不存在）とした。 

ス 内閣府防災部局の行政文書ファイル簿について 

別紙１（６）については，内閣府防災部局の行政文書ファイル簿の

開示を求めるものである。 

内閣府の行政文書ファイル管理簿については，内閣府本府行政文書

管理規則（平成２３年内閣府訓令１０号）２０条１項の規定により，

「本府の行政文書ファイル管理簿について…文書管理システムをも

って調製するものとする。」とされていることから，処分庁の行政
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文書ファイル管理簿は，電子決裁システム（以下「ＥＡＳＹ」とい

う。）を用いて電磁的記録として作成している。 

処分庁においては，本件開示請求を受けて，保存場所をＥＡＳＹと

する電磁的記録である本件対象文書を特定した。 

その際，念のため，本件審査請求を受けて，行政文書ファイルが保

存されている執務室内及び書庫並びにサーバ上に保存された共有フ

ァイル内について探索したが，本件対象文書の電磁的記録や紙媒体

は確認できなかった。 

なお，処分庁においては，審査請求人からの本件対象文書の開示の

実施の申出に対して，本件対象文書をＥＡＳＹから出力したものを

エクセルファイル形式でＣＤ－Ｒに複写して開示したが，システム

内で保存しているものを開示する場合のファイル形式については法

その他の関係法令において特段定めがなく，対応としては妥当であ

る。 

（２）その他の主張について， 

ア 補正命令について 

内閣府大臣官房総務課情報公開窓口の担当者においては，審査請求

人が提出した行政文書開示請求書の宛先が「内閣総理大臣○○」で

あったことから，審査請求人に対し，宛先の補正を命じたが，その

対応について，審査請求人は「有害な補正要求」であったと主張す

る。 

内閣府本府では，責任の明確化・事務効率の向上の観点から，法１

７条及び行政機関の保有する情報の公開に関する法律施行令（平成

１２年政令第４１号。以下「法施行令」という。）１５条１項の規

定に基づき，行政文書の開示に係る権限及び事務の一部について，

内閣総理大臣から各部局長に委任しており，その旨を平成１６年内

閣府告示第１１７号において公示している。 

行政法上の委任については，「委任により権限が委任機関から受任

機関に移譲され，当該権限は受任機関のものとなり，委任機関は当

該権限を失うことになる」（宇賀克也「行政法概説Ⅲ 行政組織法

／公務員法／公物法[第５版]」（有斐閣，２０１９年）４１～４２

頁）ため，内閣府に開示請求を行う場合は，行政文書の開示に係る

権限等を失っている内閣総理大臣に対してではなく，当該権限を有

している部局長に対して請求する必要がある。 

そのため，内閣府大臣官房総務課情報公開窓口の担当者においては，

本件開示請求がどの部局長に対するものであるかを明確にするため

に，該当する部局長が処分庁であると思われる旨を教示した上で，

審査請求人に補正を命じたものである。 
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従って，当該命令は適正なものであり，審査請求人の主張は失当で

ある。 

イ 開示決定等の期限特例規定の適用決定の取消しについて 

審査請求人は，特例延長通知の取消しを求めているが，審査請求人

は，本件審査請求とは別に，処分庁の上級庁である内閣総理大臣

（以下，第３において「上級庁」という。）に対し，特例延長通知

の取消しを求める審査請求を提起しており，上級庁においては，法

１１条の規定に基づく開示決定等の期限の特例を適用する旨の通知

は処分に該当しないことから，令和５年９月１３日付け府総第３７

６号により，当該審査請求は不適法であるとして，却下する裁決を

行った。 

ウ 開示請求手数料について 

審査請求人は，開示請求に係る手数料（以下「開示手数料」とい

う。）について，「３００円という設定は，具体的な算定根拠が不

明であるばかりか，「実費の範囲内」を逸脱」していると主張する。 

しかし，開示手数料については，法施行令１３条１項１号において

定められているものであり，処分庁が独自に設定したものではない。 

そのため，法施行令を所管していない処分庁に対する開示手数料に

係る審査請求を提起することは不適法である。 

また，審査請求人は，内閣府が電子情報処理組織を使用した開示請

求を受け付けていないことを理由に，電子情報処理組織を使用した

場合との差額である１００円の返金を要求するが，当該要求は申請

に該当せず，不適法である。 

エ その他の主張について 

審査請求人は，「ウェブサイトで閲覧可能な文書についてはＵＲＬ

の付記教示」や「残りの文書名，未開示文書の文書名の明示」を要

求しているが，法上，特例延長通知及び先行開示決定の通知におい

て，それらの記載を付記することとされていない。 

また，審査請求人は，「これらの違法または不当な行政処分，又は

公権力の行使の再発防止」を要求しているが，処分庁は，これまで

述べたとおり，法に則り，適切に対応しており，「違法または不当

な行政処分」を行っていない。 

従って，審査請求人のこれらの主張は失当である。 

４ 結論 

以上のとおり，原処分は妥当であり，審査請求人の主張には理由がない

ことから，本件審査請求は，これを棄却することが妥当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 
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   ① 令和５年９月１４日   諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 令和６年１０月２５日  審議 

   ④ 同年１１月２２日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，処分庁にお

いて，法１１条の規定を適用した上，「開示請求に係る行政文書のうちの

相当の部分」として，本件対象文書を特定し，その一部を不開示とする原

処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，特定の文書に関して過少開示や公文書を隠

ぺいしているなどとして，本件対象文書の特定を求めていると解されると

ころ，諮問庁は，原処分は妥当としている。 

法１１条の規定が適用されている場合，文書の特定に関する不服申立て

の利益は，原則として，残りの行政文書について最終決定が行われた後に，

当該決定やそれに対する審査請求の状況に応じて発生し得るものと解され

る。この点に関し，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，

残りの行政文書についての後行決定は，処分庁により令和５年１０月２４

日付けで行われた（後行決定において特定された別紙３に掲げる文書２６

ないし文書２８９（以下「後行開示文書」という。）について一部開示決

定が行われた。）が，後行決定に対する審査請求は行われなかったとのこ

とであるから，原処分に対し文書の特定を争う不服申立ての部分について

不服申立ての利益があるものと認め，以下，本件対象文書の特定の妥当性

について検討する。 

 ２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）諮問庁の説明の要旨 

ア 上記第３の３のとおり。 

   イ 本件対象文書の特定の妥当性について，当審査会事務局職員をして

諮問庁に確認させたところ，諮問庁はおおむね以下のとおり補足し

て説明する。 

   （ア）後行決定として，別紙３に掲げる文書（後行開示文書）を特定し

たことにより，本件請求文書については，不存在の文書を除き，全

て文書を特定した。 

   （イ）上記第３において，後行決定において特定し，開示決定等を行う

予定であるとしている文書については，すべて後行決定で特定して

いる。 

   （ウ）審査請求人が過少開示や隠ぺいにより特定されていない旨主張し

ている「災害救助法施行令３条２項に基づき，内閣総理大臣の同意
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により宮崎県知事が定めた基準に関連する文書，宮崎県知事と内閣

総理大臣の協議記録，内閣総理大臣の同意を証する文書」等の文書

については，探索を行った上，保有していない文書を除き，全て特

定している。 

   （エ）本件請求文書の探索の範囲等については，行政文書ファイルが保

存されている執務室内及び書庫並びにサーバ上に保存された共有フ

ァイル内を探索し，本件対象文書を特定した。 

  （２）検討 

    ア 本件請求文書のうち内閣府防災部局の行政文書ファイル管理簿

（別紙１（６）に掲げる文書）について 

諮問庁は，上記第３の３（１）スにおいて，標記の請求文書に該

当する文書について，内閣府本府行政文書管理規則２０条１項の規

定により，「本府の行政文書ファイル管理簿について…文書管理シ

ステムをもって調製するものとする。」とされていることから，処

分庁の行政文書ファイル管理簿は，ＥＡＳＹを用いて電磁的記録と

して作成しており，保存場所をＥＡＳＹとする電磁的記録である文

書２４及び文書２５を特定した旨説明するところ，この諮問庁の説

明には，不自然，不合理な点はなく，これを覆すに足りる事情は認

められない。 

したがって，処分庁が，標記の請求文書に該当する文書として，

文書２４及び文書２５を特定したことは妥当である。 

イ 本件請求文書のうちその余の請求文書について 

諮問庁は，上記第３の３（１）及び上記（１）イ（ア）において，

本件対象文書の特定の妥当性について説明するとともに，上記

（１）イ（イ）及び（ウ）において，後行決定において特定し，開

示決定等を行う予定であるとしている文書については，すべて後行

決定で特定しており，審査請求人が隠ぺい等している旨主張してい

る文書についても保有していない文書を除き，全て特定している旨

説明する。 

この諮問庁の説明は，諮問書に添付されている原処分に係る行政

文書開示決定通知書に記載された内容及び当審査会において諮問庁

から提示を受けた後行決定に係る行政文書開示決定通知書（令和５

年１０月２４日付け府政防第３１２４号）に記載された内容を確認

したところによれば，不自然，不合理な点があるとまではいえず，

本件対象文書（文書２４及び文書２５を除く。）及び後行開示文書

の外に標記の請求文書に該当する文書の存在をうかがわせる具体的

な事情があるとは認められないことから，これを否定することまで

はできない。 
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なお，処分庁が後行決定において特定した文書９８及び文書２２

９については，諮問庁から提示を受けた当該文書の内容に照らせば，

開示請求時点において処分庁が保有していた文書とは認められない

ことから，開示請求の対象として特定すべき文書であるとは認めら

れない。 

以上によれば，処分庁が，標記の請求文書に該当する文書として

本件対象文書（文書２４及び文書２５を除く。）及び後行決定文書

（文書９８及び文書２２９を除く。）を特定したことは，妥当であ

る。 

    ウ 上記第３の３（１）ウ及びス並びに上記（１）イ（エ）の探索の

範囲等について，特段の問題があるとは認められない。 

    エ したがって，内閣府政策統括官（防災担当）において，本件対象

文書及び後行開示文書（文書９８及び文書２２９を除く。）の外に

本件請求文書の開示請求の対象として特定すべき文書を保有してい

るとは認められず，本件対象文書を特定したことは，妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定

し，一部開示した決定については，内閣府政策統括官（防災担当）におい

て，本件対象文書及び後行開示文書（文書９８及び文書２２９を除く。）

の外に開示請求の対象として特定すべき文書を保有しているとは認められ

ないので，本件対象文書を特定したことは，妥当であると判断した。 

（第１部会） 

  委員 合田悦三，委員 木村琢麿，委員 中村真由美 
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別紙１ 本件請求文書 

 

（１）災害救助法特別基準（平成２５年～令和４年度） 

（２）災害救助法特別基準の同意を得るための手続きに関する規定・規則，及

び不同意に対する不服申立て審査手続き等に関する規定に関連する文書 

（３）令和４年台風第１４号災害に関連して： 

ア 内閣府が宮崎県に送信した文書９月１０日～ 

イ 内閣府が宮崎県から受信した文書９月１０日～ 

ウ 内閣府が延岡市に送信した文書９月１０日～ 

エ 内閣府が延岡市から受信した文書９月１０日～ 

オ 内閣府が都城市に送信した文書９月１０日～ 

カ 内閣府が都城市から受信した文書９月１０日～ 

キ 災害救助法適用に関する内閣府による宮崎県への説明会（令和５年１

月及び令和４年）に関連する文書 

ク 災害救助法施行令第三条２項に基づき，内閣総理大臣の同意により宮

崎県知事が定めた基準に関連する文書，宮崎県知事と内閣総理大臣の協

議記録，内閣総理大臣の同意を証する文書 

ケ 宮崎県知事と内閣総理大臣の協議により，内閣総理大臣の同意を得ら

れなかった救助の種類，救助の程度，方法及び期間がわかる文書，協議

記録，内閣総理大臣の不同意を証する文書 

コ 被害状況に関する日報（９月１０日～）等 

サ 災害救助の実施状況に関する日報（９月１０日～）等 

シ 災害救助法第２条３項に基づき，宮崎県知事が「救助を行う」旨の公

示をした事実を証する文書 

ス 令和４年台風第１４号に伴う災害にかかる災害救助法の適用について

【第２報】（ＵＲＬ（略））「宮崎県は２市に災害救助法の適用を決定し

た。」と内閣府が発表した根拠に関連する文書。宮崎県が災害救助法を

「適用」することのできる法的根拠，「適用」の定義がわかる文書。 

（４）令和４年台風第１５号災害に関連して： 

ア 内閣府が静岡県に送信した文書９月１０日～ 

イ 内閣府が静岡県から受信した文書９月１０日～ 

ウ 災害救助法適用に関する内閣府による静岡県への説明会に関連する文 

 書 

エ 災害救助法施行令第３条２項に基づき，内閣総理大臣の同意により静

岡県知事が定めた基準に関連する文書，静岡県知事と内閣総理大臣の協

議記録，内閣総理大臣の同意を証する文書 

オ 被害状況に関する日報（９月１０日～）等 

カ 災害救助の実施状況に関する日報（９月１０日～）等 
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キ 災害救助法第２条３項に基づき，静岡県知事が「救助を行う」旨の公

示をした事実を証する文書 

（５）平成２５年から令和５年までの災害について： 

ア 災害救助法施行令第３条２項に基づく都道府県知事と内閣総理大臣の

協議後，応急仮設住宅（賃貸型，建設型・トレーラーハウス型応急住宅，

その他適切な方法等）の供与，着工期間等に関する基準変更の同意が得

られずに供与されなかった事件に関する文書，その理由を含む協議記録，

内閣総理大臣の不同意を証する文書 

イ 災害発生後に災害救助法が適用された災害について，特別基準が全く

定められなかった災害名がわかる文書 

ウ 被害状況について，罹災証明書の交付数に基づかずに被災者生活再建

支援法が適用された災害名，適用日，災害発生日がわかる文書 

エ 被災者生活再建支援法第３条の被災者生活再建支援金の支給は，内閣

府の関与（協議・同意・許可等）無しに，都道府県知事の独立決定のみ

では実施することはできない旨，の法的根拠がわかる文書 

オ 被災者生活再建支援法の適用基準（被害状況）について，交付済みの

罹災証明書の数値に基づく必要性の有無，に関する法的根拠がわかる文

書 

カ 被災者生活再建支援法の適用基準（被害状況）が罹災証明書の交付を

待つ必要がない旨の法的根拠がわかる文書 

（６）内閣府防災部局の行政文書ファイル管理簿（電磁的文書 ｅｘｃｅｌ，

ｐｄｆ） 



 25 

別紙２ 本件対象文書（原処分で特定した文書） 

 

＜本件請求文書（３）ア関係＞ 

文書１ ２２１０１８＿公表資料（台風１４号，１５号＿見込み公表） 

文書２ ２２１０２８＿公表資料（Ｒ４．９月暴風雨等_閣議決定） 

 

＜本件請求文書（３）キ関係＞ 

（延岡市説明会） 

文書３ ０１＿災害救助事務取扱要領（令和４年７月） 

文書４ ０２＿災害救助法の制度概要（令和４年７月版） 

（都城市説明会） 

文書５ ０１＿災害救助事務取扱要領（令和４年７月） 

文書６ ０２＿災害救助法の制度概要（令和４年７月版） 

文書７ ０３＿令和４年台風第１４号災害における宮崎県都城市の「住宅の応

急修理」について（説明資料） 

 

＜本件請求文書（３）コ関係＞ 

文書８ ２２０９１８＿１３３０＿令和４年台風第１４号による被害状況等に

ついて（第１報） 

文書９ ２２０９１９＿１４４５＿令和４年台風第１４号による被害状況等に

ついて（第２報） 

文書１０ ２２０９２０＿１４００＿令和４年台風第１４号による被害状況等

について（第３報） 

文書１１ ２２０９２１＿０８３０＿令和４年台風第１４号による被害状況等

について（第４報） 

文書１２ ２２０９２２＿１１００＿令和４年台風第１４号による被害状況等

について（第５報） 

文書１３ ２２０９２６＿０８００＿令和４年台風第１４号による被害状況等

について（第６報） 

文書１４ ２２０９２８＿０９３０＿令和４年台風第１４号による被害状況等

について（第７報） 

文書１５ ２２１０１２＿０８００＿令和４年台風第１４号による被害状況等

について（第８報） 

文書１６ ２２１１０２＿１３００＿令和４年台風第１４号による被害状況当

について（第９報） 

 

＜本件請求文書（４）ア関係＞ 

文書１７ 避難所の確保及び生活環境の整備等について（留意事項） 
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＜本件請求文書（４）ウ関係＞ 

文書１８ ０１＿災害救助事務取扱要領（令和４年７月） 

文書１９ ０２＿災害救助法の制度概要（令和４年７月版） 

 

＜本件請求文書（４）オ関係＞ 

文書２０ ２２０９２６＿０８００＿令和４年台風第１５号による被害状況等

について（第１報） 

文書２１ ２２０９２８＿０９３０＿令和４年台風第１５号による被害状況等

について（第２報） 

文書２２ ２２１０１２＿０８００＿令和４年台風第１５号による被害状況等

について（第３報） 

文書２３ ２２１１０２＿１３００＿令和４年台風第１５号による被害状況等

について（第４報） 

 

＜本件請求文書（６）関係＞ 

文書２４ 行政文書ファイル（内閣府防災担当 法施行前） 

文書２５ 行政文書ファイル（内閣府防災担当 法施行後） 
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別紙３ 後行開示文書 

 

文書２６ 災害救助法による救助の特別基準の承認について（新潟県） 

文書２７ 東日本大震災における応急仮設住宅の供与期間の延長にかかる災害

救助法による救助の特別基準について（２回目（３年→４年））岩手県，

宮城県，茨城県 

文書２８ 東日本大震災における応急仮設住宅の供与期間の延長にかかる災害

救助法による救助の特別基準について（２回目（３年→４年））福島県 

文書２９ 平成２３年度災害救助費負担金の特別基準の承認について（東日本

大震災，福島県） 

文書３０ 平成２３年度災害救助費負担金の特別基準の承認について（東日本

大震災及び一般災害，岩手県外３件） 

文書３１ 平成２５年度災害救助費負担金の特別基準の承認について（一般災

害，山形県外４府県） 

文書３２ 平成２５年度災害救助費国庫負担金の特別基準の承認について（一

般災害，東京都） 

文書３３ 福島県における東日本大震災における応急仮設住宅の供与期間の延

長に係る災害救助法による救助の特別基準についての福島県知事からの

協議への同意について（３回目（４年→５年）） 

文書３４ 岩手県及び宮城県における東日本大震災における応急仮設住宅の供

与期間の延長に係る災害救助法による救助の特別基準についての岩手県

知事及び宮城県知事からの協議への同意について（３回目（４年→５

年）） 

文書３５ 平成２５年度災害救助費国庫負担金の特別基準について（一般災害，

秋田県外２件） 

文書３６ 平成２５年度災害救助費国庫負担金の特別基準について（一般災

害・東日本大震災，岩手県，福島県，群馬県，長野県） 

文書３７ 平成２６年度災害救助法による救助の特別基準について（同意）

（京都府，兵庫県，徳島県，高知県） 

文書３８ 岩手県及び宮城県における東日本大震災における応急仮設住宅の供

与期間の延長に係る災害救助法による救助の特別基準についての岩手県

知事及び宮城県知事からの協議への同意について（４回目（５年→６

年）） 

文書３９ 福島県における東日本大震災における応急仮設住宅の供与期間の延

長に係る災害救助法による救助の特別基準についての福島県知事からの

協議への同意について（４回目（５年→６年）） 

文書４０ 平成２６年度災害救助費国庫負担金の特別基準の同意について（一

般災害及び東日本大震災：福島県，長野県，広島県） 
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文書４１ 平成２７年度災害救助費負担金の特別基準の同意について（一般災

害：栃木県） 

文書４２ 東日本大震災における応急仮設住宅の供与期間の延長に係る災害救

助法による救助の特別基準についての岩手県知事，宮城県知事からの協

議への同意について（５回目（６年→７年）） 

文書４３ 東日本大震災における応急仮設住宅の供与期間の延長に係る災害救

助法による救助の特別基準についての福島県知事からの協議への同意に

ついて（５回目（６年→７年）） 

文書４４ 平成２８年度災害救助費負担金の特別基準の同意について（一般災

害：沖縄県） 

文書４５ 平成２７年度災害救助費負担金の特別基準の同意について（一般災

害：宮城県外４県） 

文書４６ 東日本大震災における応急仮設住宅の供与期間の延長に係る災害救

助法による救助の特別基準についての岩手県知事及び宮城県知事からの

協議への同意について（６回目（７年→８年）） 

文書４７ 東日本大震災における応急仮設住宅の供与期間の延長に係る災害救

助法による救助の特別基準についての福島県知事からの協議への同意に

ついて（６回目（７年→８年）） 

文書４８ 平成２８年熊本地震における応急仮設住宅の延長期間の延長に係る

災害救助法による特別基準についての熊本県からの協議の同意について 

文書４９ 平成２８年度災害救助費負担金の特別基準の同意について（一般会

計分：茨城県，新潟県） 

文書５０ 平成２８年度災害救助費負担金の特別基準の同意について（一般会

計分：北海道外３県） 

文書５１ 東日本大震災における応急仮設住宅の供与期間の延長に係る災害救

助法による救助の特別基準についての岩手県知事及び宮城県知事からの

協議への同意について（７回目（８年→９年）） 

文書５２ 東日本大震災における応急仮設住宅の供与期間の延長に係る災害救

助法による救助の特別基準についての福島県知事からの協議への同意に

ついて（７回目（８年→９年）） 

文書５３ 平成２８年熊本地震における応急仮設住宅の延長期間の延長に係る

災害救助法による特別基準についての熊本県知事からの協議の同意につ

いて 

文書５４ 平成２９年度災害救助費負担金の特別基準の同意について（一般災

害：秋田県他８府県） 

文書５５ 災害救助法による救助の特別基準の設定について（同意） 

（岩手県及び宮城県の東日本大震災による応急仮設住宅の供与期間の延

長協議（８回目（１０年目）について） 
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文書５６ 災害救助法による救助の特別基準の設定について（同意） 

（福島県の東日本大震災による応急仮設住宅の供与期間の延長協議（８

回目（１０年目）について） 

文書５７ 災害救助法による救助の特別基準の設定について（同意） 

（熊本地震による応急仮設住宅の供与期間の延長協議（３回，５年目）

について） 

文書５８ 災害救助法による救助の特別基準の設定について（同意） 

（平成３０年７月豪雨による応急仮設住宅の供与期間の延長協議 （１

回，３年目）について） 

文書５９ 平成３０年度災害救助費負担金の特別基準の同意について（一般会 

計分：北海道他１２府県） 

文書６０ 災害救助法による救助の特別基準の設定について（同意） 

（福島県の東日本大震災による応急仮設住宅の供与期間の延長協議（９

回目（１１年目）について） 

文書６１ 災害救助法による救助の特別基準の設定について（同意） 

（熊本地震による応急仮設住宅の供与期間の延長協議（４回，６年目）

について） 

文書６２ 平成３０年７月豪雨による応急仮設住宅の供与期間の延長協議（２

回，４年目）について（災害救助法による救助の特別基準の設定につい

て（同意） 

文書６３ 令和元年台風第１９号災害による応急仮設住宅の供与期間の延長協

議（１回，３年目）について（災害救助法による救助の特別基準の設定

について（同意） 

文書６４ 令和元年度災害救助費負担金の特別基準の同意について（北海道他

２１都府県３市） 

文書６５ 災害救助法による救助の特別基準の設定について（同意） 

（福島県の東日本大震災による応急仮設住宅の供与期間の延長協議（１

０回目（１２年目）について） 

文書６６ 災害救助法による救助の特別基準の設定について（同意） 

（熊本地震による応急仮設住宅の供与期間の延長協議（５回，７年目）

について） 

文書６７ 平成３０年７月豪雨による応急仮設住宅の供与期間の延長協議（３

回，５年目）について（災害救助法による救助の特別基準の設定につい

て（同意） 

文書６８ 令和２年７月豪雨災害による応急仮設住宅の供与期間の延長協議

（１回，３年目）について（災害救助法による救助の特別基準の設定に

ついて（同意） 

文書６９ 令和元年台風第１９号災害による応急仮設住宅の供与期間の延長協
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議（２回，４年目）について（災害救助法による救助の特別基準の設定

について（同意） 

文書７０ 令和２年度災害救助費負担金の特別基準の同意について（北海道他

２４都府県３市） 

文書７１ 災害救助法による救助の特別基準の設定について（同意） 

（福島県の東日本大震災による応急仮設住宅の供与期間の延長協議（１

１回目（１３年目）について） 

文書７２ 平成３０年７月豪雨による応急仮設住宅の供与期間の延長協議（４

回，６年目）について（災害救助法による救助の特別基準の設定につい

て（同意） 

文書７３ ２０２２０９２９＿１１１３＿宮崎県へ送信したメール 

文書７４ ２０２２０９２９＿１１４４＿宮崎県へ送信したメール 

文書７５ ２０２２０９２９＿１４０５＿宮崎県へ送信したメール 

文書７６ ２０２２０９３０＿１２０４＿宮崎県へ送信したメール 

文書７７ ２０２２１００５＿１０３８＿宮崎県へ送信したメール 

文書７８ ２０２２１００７＿１５０３＿宮崎県から受信したメール 

文書７９ ２０２２１０１２＿１８５７＿宮崎県へ送信したメール 

文書８０ ２０２２１２２０＿１３５２＿宮崎県から受信したメール 

文書８１ ２０２２１２２０＿１５３５＿宮崎県へ送信したメール 

文書８２ ２０２２１２２８＿１０３９＿宮崎県から受信したメール 

文書８３ ２０２３０１０４＿１１０７＿宮崎県へ送信したメール 

文書８４ ２０２３０１０６＿１１００＿宮崎県へ送信したメール 

文書８５ ２０２３０１１０＿２０２４＿宮崎県へ送信したメール 

文書８６ ２０２３０１１１＿１１３４＿宮崎県から受信したメール 

文書８７ ２０２３０１１２＿１６４５＿宮崎県へ送信したメール 

文書８８ ２０２３０１１３＿１７１１＿宮崎県から受信したメール 

文書８９ ２０２３０１１８＿１１０８＿宮崎県から受信したメール 

文書９０ ２０２３０１２０＿１０１５＿宮崎県から受信したメール 

文書９１ ２０２３０１２０＿１８３２＿宮崎県へ送信したメール 

文書９２ ２０２３０１３０＿１９３１＿宮崎県へ送信したメール 

文書９３ ２０２３０２０１＿１５４２＿宮崎県から受信したメール 

文書９４ ２０２３０２０１＿１７２８＿宮崎県から受信したメール 

文書９５ ２０２３０２０１＿２００３＿宮崎県へ送信したメール 

文書９６ ２０２３０２０２＿１７０１＿宮崎県から受信したメール 

文書９７ ２０２３０２０３＿１８３３＿宮崎県から受信したメール 

文書９８ ２０２３０９０７＿１３２４＿宮崎県から受信したメール 

文書９９ ２０２２１０２７＿１４１１＿宮崎県へ送信したメール 

文書１００ ２０２２１０２８＿１３４８＿宮崎県へ送信したメール 
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文書１０１ ２０２２１０２８＿１５３０＿宮崎県から受信したメール 

文書１０２ ２０２２１１０２＿１８４９＿宮崎県から受信したメール 

文書１０３ ２０２２１１０２＿１９５１＿宮崎県へ送信したメール 

文書１０４ ２０２２１１０４＿０９２９＿宮崎県から受信したメール 

文書１０５ ２０２２１２２１＿１２１２＿宮崎県へ送信したメール 

文書１０６ ２０２２１２２１＿２２２７＿宮崎県から受信したメール 

文書１０７ ２０２２１２２３＿０９４８＿宮崎県から受信したメール 

文書１０８ ２０２２１２２３＿１１２５＿宮崎県へ送信したメール 

文書１０９ ２０２２１２２６＿１９５８＿宮崎県へ送信したメール 

文書１１０ ２０２２１２２７＿１６２９＿宮崎県から受信したメール 

文書１１１ ２０２２１２２７＿１８２３＿宮崎県から受信したメール 

文書１１２ ２０２２１２２７＿１８２７＿宮崎県へ送信したメール 

文書１１３ ２０２２１２２８＿０８３８＿宮崎県から受信したメール 

文書１１４ ２０２２１２２８＿０９０３＿宮崎県へ送信したメール 

文書１１５ 被災者生活再建支援法の適用について（通知） 

文書１１６ ２０２２０９２０＿１７２１＿宮崎県へ送信したメール 

文書１１７ ２０２２０９２０＿１７５１＿宮崎県へ送信したメール 

文書１１８ ２０２２０９２０＿１７５５＿宮崎県へ送信したメール 

文書１１９ ２０２２０９２０＿１８０３＿宮崎県から受信したメール 

文書１２０ ２０２２０９２０＿１８３０＿宮崎県へ送信したメール 

文書１２１ ２０２２０９２０＿１８３９＿宮崎県から受信したメール 

文書１２２ ２０２２０９２０＿１９２２＿宮崎県へ送信したメール 

文書１２３ ２０２２０９２０＿２０５４＿宮崎県から受信したメール 

文書１２４ ２０２２０９２１＿１１０３＿宮崎県へ送信したメール 

文書１２５ ２０２２０９２１＿１１２０＿宮崎県へ送信したメール 

文書１２６ ２０２２０９２１＿１１２４＿宮崎県から受信したメール 

文書１２７ ２０２２０９２１＿１４１９＿宮崎県から受信したメール 

文書１２８ ２０２２０９２１＿１４２０＿宮崎県へ送信したメール 

文書１２９ ２０２２０９２１＿１４２６＿宮崎県へ送信したメール 

文書１３０ ２０２２０９２１＿１４３８＿宮崎県へ送信したメール 

文書１３１ ２０２２０９２２＿１４０４＿宮崎県へ送信したメール 

文書１３２ ２０２２０９２２＿１６１５＿宮崎県から受信したメール 

文書１３３ ２０２２０９２２＿１６１８＿宮崎県へ送信したメール 

文書１３４ ２０２２０９２６＿１９２１＿宮崎県へ送信したメール 

文書１３５ ２０２２０９２８＿１３５４＿宮崎県から受信したメール 

文書１３６ ２０２２０９２９＿１３５２＿宮崎県から受信したメール 

文書１３７ ２０２２０９２９＿１３５８＿宮崎県へ送信したメール 

文書１３８ ２０２２０９２９＿１９０５＿宮崎県から受信したメール 
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文書１３９ ２０２２０９２９＿１９１９＿宮崎県へ送信したメール 

文書１４０ ２０２２０９３０＿０８２９＿宮崎県から受信したメール 

文書１４１ ２０２２０９３０＿０９１７＿宮崎県から受信したメール 

文書１４２ ２０２２０９３０＿１００４＿宮崎県へ送信したメール 

文書１４３ ２０２２０９３０＿１６４４＿宮崎県から受信したメール 

文書１４４ ２０２２０９３０＿１９０５＿宮崎県へ送信したメール 

文書１４５ ２０２２１００３＿１６４０＿宮崎県から受信したメール 

文書１４６ ２０２２１００３＿１９４３＿宮崎県から受信したメール 

文書１４７ ２０２２１００４＿０９１１＿宮崎県から受信したメール 

文書１４８ ２０２２１００４＿１０３７＿宮崎県へ送信したメール 

文書１４９ ２０２２１００４＿１６２２＿宮崎県へ送信したメール 

文書１５０ ２０２２１００５＿１７３５＿宮崎県から受信したメール 

文書１５１ ２０２２１００５＿１８３２＿宮崎県へ送信したメール 

文書１５２ ２０２２１００６＿１０４１＿宮崎県から受信したメール 

文書１５３ ２０２２１００６＿１４１４＿宮崎県へ送信したメール 

文書１５４ ２０２２１００７＿１５４９＿宮崎県から受信したメール 

文書１５５ ２０２２１００７＿１８１６＿宮崎県へ送信したメール 

文書１５６ ２０２２１０１１＿１７２１＿宮崎県から受信したメール 

文書１５７ ２０２２１０１１＿１７４１＿宮崎県へ送信したメール 

文書１５８ ２０２２１０１３＿０００４＿宮崎県から受信したメール 

文書１５９ ２０２２１０１３＿１０３３＿宮崎県から受信したメール 

文書１６０ ２０２２１０１３＿１２５６＿宮崎県から受信したメール 

文書１６１ ２０２２１０１４＿１７５９＿宮崎県から受信したメール 

文書１６２ ２０２２１０１８＿１６３６＿宮崎県から受信したメール 

文書１６３ ２０２２１０１８＿１７０４＿宮崎県へ送信したメール 

文書１６４ ２０２２１０１８＿１８２３＿宮崎県から受信したメール 

文書１６５ ２０２２１０１９＿０９４８＿宮崎県から受信したメール 

文書１６６ ２０２２１０１９＿１１２９＿宮崎県へ送信したメール 

文書１６７ ２０２２１０１９＿１８３４＿宮崎県へ送信したメール 

文書１６８ ２０２２１０１９＿１８５６＿宮崎県から受信したメール 

文書１６９ ２０２２１０２１＿１９２９＿宮崎県から受信したメール 

文書１７０ ２０２２１０２４＿１７０３＿宮崎県から受信したメール 

文書１７１ ２０２２１０２４＿１７０５＿宮崎県から受信したメール 

文書１７２ ２０２２１０２４＿１９０３＿宮崎県へ送信したメール 

文書１７３ ２０２２１０２６＿１９４７＿宮崎県から受信したメール 

文書１７４ ２０２２１０２８＿１７４２＿宮崎県から受信したメール 

文書１７５ ２０２２１０３１＿２０１９＿宮崎県から受信したメール 

文書１７６ ２０２２１１０２＿１８４９＿宮崎県から受信したメール 
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文書１７７ ２０２２１１０４＿１７５３＿宮崎県から受信したメール 

文書１７８ ２０２２１１１２＿２０１１＿宮崎県へ送信したメール 

文書１７９ ２０２２１１１４＿１４５８＿宮崎県から受信したメール 

文書１８０ ２０２２１１２９＿１３１９＿宮崎県へ送信したメール 

文書１８１ ２０２２１１２９＿１６０３＿宮崎県から受信したメール 

文書１８２ ２０２２１２０５＿１７３８＿宮崎県から受信したメール 

文書１８３ ２０２２１２１２＿１８０４＿宮崎県から受信したメール 

文書１８４ ２０２２１２２１＿１７４０＿宮崎県から受信したメール 

文書１８５ ２０２２１１２８＿１００６＿宮崎県に送信したメール 

文書１８６ ２０２３０１０６＿１３２４＿宮崎県に送信したメール（災害弔

慰金等） 

文書１８７ ２０２３０１０６＿１５５０＿宮崎県に送信したメール（災害援

護資金） 

文書１８８ ２０２３０２０３＿１６４６＿宮崎県から受信したメール（災害

援護資金） 

文書１８９ ２０２３０２０３＿１６５１＿宮崎県から受信したメール（災害

弔慰金等） 

文書１９０ ２０２３０２０６＿１１２１＿宮崎県から受信したメール 

文書１９１ ２０２３０２０７＿０９２７＿宮崎県から受信したメール 

文書１９２ ２０２３０２０７＿１１１７＿宮崎県から受信したメール 

文書１９３ ２０２２１０２０［内閣府防災］令和４年台風１４号に係る発災

時調査について（宮崎県メール照会） 

文書１９４ ０１＿Ｒ４０９１８０８３０ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書１９５ ０２＿Ｒ４０９１９０６００ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書１９６ ０３＿Ｒ４０９１９１２４５ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書１９７ ０４＿Ｒ４０９２００５００ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書１９８ ０５＿Ｒ４０９２０１２００ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書１９９ ０６＿Ｒ４０９２１０７００ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書２００ ０７＿Ｒ４０９２１１４００ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書２０１ ０８＿Ｒ４０９２２０９００ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書２０２ ０９＿Ｒ４０９２４０６３０ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書２０３ １０＿Ｒ４０９２６０６００ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書２０４ １１＿Ｒ４０９２８０８００ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書２０５ ０１＿Ｒ４０９１８０８３０ 避難所の開設状況の報告依頼（回

答） 

文書２０６ ０２＿Ｒ４０９１９０６００ 避難所の開設状況の報告依頼（回

答） 

文書２０７ ０３＿Ｒ４０９１９１２４５ 避難所の開設状況の報告依頼（回
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答） 

文書２０８ ０４＿Ｒ４０９２００５００ 避難所の開設状況の報告依頼（回

答） 

文書２０９ ０５＿Ｒ４０９２０１２００ 避難所の開設状況の報告依頼（回

答） 

文書２１０ ０６＿Ｒ４０９２１０７００ 避難所の開設状況の報告依頼（回

答） 

文書２１１ ０７＿Ｒ４０９２１１４００ 避難所の開設状況の報告依頼（回

答） 

文書２１２ ０８＿Ｒ４０９２２０９００ 避難所の開設状況の報告依頼（回

答） 

文書２１３ １０＿Ｒ４０９２６０６００ 避難所の開設状況の報告依頼（回

答） 

文書２１４ １１＿Ｒ４０９２８０８００ 避難所の開設状況の報告依頼（回

答） 

文書２１５ ２０２２０９２４＿０５３２＿静岡県へ送信したメール 

文書２１６ ２０２２０９２４＿０６１３＿静岡県から受信したメール 

文書２１７ ２０２２０９２６＿１７３１＿静岡県から受信したメール 

文書２１８ ２０２２０９２７＿１１１１＿静岡県へ送信したメール 

文書２１９ ２０２２０９２７＿１６４２＿静岡県から受信したメール 

文書２２０ ２０２２０９２８＿１４１４＿静岡県へ送信したメール 

文書２２１ ２０２２０９２８＿１６２９＿静岡県へ送信したメール 

文書２２２ ２０２２０９２９＿１４４６＿静岡県へ送信したメール 

文書２２３ ２０２２１００６＿１８０５＿静岡県へ送信したメール 

文書２２４ ２０２２１１０７＿１７０６＿静岡県へ送信したメール 

文書２２５ ２０２２１１０８＿０９１７＿静岡県から受信したメール 

文書２２６ ２０２２１２１５＿１９２１＿静岡県から受信したメール 

文書２２７ ２０２３０１１９＿１６５２＿静岡県から受信したメール 

文書２２８ ２０２３０２０３＿０２０３＿静岡県から受信したメール 

文書２２９ ２０２３０９０５＿１４３０＿静岡県から受信したメール 

文書２３０ ２０２２０９２６＿１１０６＿静岡県から受信したメール 

文書２３１ ２０２２０９２６＿１３２３＿静岡県から受信したメール 

文書２３２ ２０２２０９２６＿１６５０＿静岡県へ送信したメール 

文書２３３ ２０２２１００４＿１８１６＿静岡県へ送信したメール 

文書２３４ ２０２２１００４＿１８１７＿静岡県へ送信したメール 

文書２３５ ２０２２１００５＿１８５８＿静岡県へ送信したメール 

文書２３６ ２０２２１００７＿１１２８＿静岡県から受信したメール 

文書２３７ ２０２２１００７＿１８５８＿静岡県へ送信したメール 
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文書２３８ 被災者生活再建支援法に係る報告について 

文書２３９ ２０２２０９２６＿１０２２＿静岡県へ送信したメール 

文書２４０ ２０２２０９２６＿１１１７＿静岡県からのメール 

文書２４１ ２０２２０９２６＿１４３９＿静岡県へ送信したメール 

文書２４２ ２０２２０９２６＿１４４０＿静岡県へ送信したメール 

文書２４３ ２０２２０９２７＿１５１０＿静岡県からのメール 

文書２４４ ２０２２０９２７＿１８３４＿静岡県へ送信したメール 

文書２４５ ２０２２０９２８＿１８４３＿静岡県からのメール 

文書２４６ ２０２２０９２９＿１４３６＿静岡県へ送信したメール 

文書２４７ ２０２２０９２９＿１９４４＿静岡県からのメール 

文書２４８ ２０２２０９３０＿１０３５＿静岡県へ送信したメール 

文書２４９ ２０２２０９３０＿１９０４＿静岡県からのメール 

文書２５０ ２０２２１００３＿１８２６＿静岡県からのメール 

文書２５１ ２０２２１００４＿１９１８＿静岡県からのメール 

文書２５２ ２０２２１００５＿１９３１＿静岡県からのメール 

文書２５３ ２０２２１００６＿１７２４＿静岡県へ送信したメール 

文書２５４ ２０２２１００６＿２０１４＿静岡県からのメール 

文書２５５ ２０２２１００７＿１８５９＿静岡県からのメール 

文書２５６ ２０２２１０１１＿０９２３＿静岡県へ送信したメール 

文書２５７ ２０２２１０１１＿１６３２＿静岡県からのメール 

文書２５８ ２０２２１０１１＿１７５８＿静岡県からのメール 

文書２５９ ２０２２１０１２＿１５３１＿静岡県からのメール 

文書２６０ ２０２２１０１４＿２１３４＿静岡県からのメール 

文書２６１ ２０２２１０１７＿１７０６＿静岡県からのメール 

文書２６２ ２０２２１０１８＿１８４３＿静岡県からのメール 

文書２６３ ２０２２１０１９＿１７０４＿静岡県からのメール 

文書２６４ ２０２２１０２１＿０９２８＿静岡県からのメール 

文書２６５ ２０２２１０２４＿１４２７＿静岡県からのメール 

文書２６６ ２０２２１０２４＿１４２８＿静岡県からのメール 

文書２６７ ２０２２１０２５＿１７１４＿静岡県からのメール 

文書２６８ ２０２２１０２６＿１８３３＿静岡県からのメール 

文書２６９ ２０２２１０２７＿１６５４＿静岡県からのメール 

文書２７０ ２０２２１０２８＿１９３９＿静岡県からのメール 

文書２７１ ２０２２１１０２＿０８２４＿静岡県からのメール 

文書２７２ ２０２２１１０２＿１６３８＿静岡県へ送信したメール 

文書２７３ ２０２２１１０８＿１１０３＿静岡県からのメール 

文書２７４ ２０２２１１１４＿１６０２＿静岡県からのメール 

文書２７５ ２０２２１１１４＿１６０４＿静岡県へ送信したメール 
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文書２７６ ２０２２１１２１＿１８２１＿静岡県からのメール 

文書２７７ ２０２２１１２８＿１６５５＿静岡県からのメール 

文書２７８ ２０２２１２１２＿０９４８＿静岡県からのメール 

文書２７９ ２０２２１１２８＿１００６＿静岡県に送信したメール 

文書２８０ ２０２３０１０６＿１３２４＿静岡県に送信したメール（災害援

護資金） 

文書２８１ ２０２３０１０６＿１５５０＿静岡県に送信したメール（災害弔

慰金等） 

文書２８２ ２０２３０２０８＿０９１３＿静岡県から受信したメール 

文書２８３ ２０２２１０１２［内閣府防災］令和４年台風１５号に係る発災

時調査について（静岡県メール照会） 

文書２８４ ０１＿Ｒ４０９２６０６００ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書２８５ ２０２２１１３０［内閣府防災］令和４年台風１５号に係る被災

者台帳調査について（回答０２） 

文書２８６ ０１＿Ｒ４０９２６０６００ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書２８７ ０２＿Ｒ４０９２７０７００ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書２８８ ０３＿Ｒ４０９２８０８００ 避難所の開設状況の報告依頼 

文書２８９ ０２＿Ｒ４０９２７０７００ 避難所の開設状況の報告依頼 

 

 


